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厨芥類リサイクルの取り組みと課題　
〜バイオガス化に着目して〜
鈴　木　　悠
　厨芥類ごみは、一般廃棄物の組成で約 34% を占めるごみ種である。しかし、家庭系厨芥類ごみ
のリサイクル率は、2010 年度はわずか 6% である。厨芥類ごみの多くは焼却処理されているが、そ
の処理方法は多くの問題を引き起こしている。そこで、注目されているのが「バイオガス化」であ
る。
　厨芥類ごみの主な再資源化方法は堆肥化であるが、堆肥をどう利用するかを考える必要があるこ
と、臭気問題による苦情があることなどから、成功する地域とそうでない地域とがある。バイオガ
ス化は、これらの問題を解決できるだけでなく、売電による自治体の収入の増加が期待できる。従っ
て、採用するインセンティブがある。課題として、発酵残差の扱い、分別排出する手間の増加、発
生抑制が行われない可能性がある。
　今後は再生利用と同時に、発生抑制にも努めていくべきことなどが挙げられる。
keywords：厨芥類ごみ、バイオガス化、大木町、兵庫県南但地域、長岡市及び上越市
推計されている 3。厨芥類ごみの再資源化は、そ
の性質により再資源化方法が限定されるため非常
に難しいといわれており、2010 年度の家庭系の
再資源化率は、わずか 6% である 4。
自治体における厨芥類ごみの主たる処理方法
は、他の廃棄物とともに焼却処理することである。
しかし、厨芥類ごみの焼却処理は多くの問題があ
る。例えば、①厨芥類ごみに含まれる水分による
焼却効率の低下、②燃焼温度低下によるダイオキ
シン発生可能性の増大、③ダイオキシン発生を防
止するための化石燃料等の追加投入、などである。
また、ごみの焼却処理をサーマルリサイクル 5 と
見なすことで再資源化手法とすることもあるが、
上記の問題から資源の循環利用をしていないとす
る見方もある。
近年、厨芥類ごみの処理方法として注目されて
いるのが、メタン発酵によるバイオガス化である。
バイオガス化は厨芥類ごみのみならず、し尿や下
水汚泥等も同時に処理できるため、ごみ処理コス
トの低減などが期待できる。厨芥類ごみリサイク
ルの先進的な取り組みをする自治体や一部事務組
合等でバイオガス化施設の導入や建設が進めら
れ、すでに稼働を開始している施設もある。
本稿では、厨芥類ごみリサイクル手法について
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１. はじめに
厨芥類ごみ 1 は一般廃棄物の組成で大部分を占
めるごみ種であり、2012 年度のデータによると
湿重量比で約 34% を占める 2。また、2010 年度
の家庭系厨芥類ごみの発生量は、1,072 万トンと
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概観し、バイオガス化による厨芥類ごみリサイク
ルを行っている、福岡県大木町、兵庫県南但広域
行政事務組合、新潟県長岡市及び同県上越市の取
り組みを取り上げ、バイオガス化による厨芥類リ
サイクルの成果について分析する。それらを踏ま
えて、厨芥類リサイクルの課題について考察する。
2. 厨芥類リサイクルの手法
厨芥類リサイクルは再資源化の方法によって、
厨芥類ごみの種類や条件が異なる。詳細は各節で
紹介するが、再利用先が土壌や家畜であるため、
それらの品質を低下させることは極力避けなけれ
ばならず、土壌や家畜への影響を考慮に入れた再
資源化を進める必要がある。厨芥類ごみのリサイ
クル手法として、主に以下のものが挙げられる。
2.1.  堆肥化（コンポスト化）
厨芥類ごみを好気性の常温（中温）・高温微生
物の働きにより、有機物を肥料にすることである。
微生物の働きで堆肥内の温度が上昇し、病原菌や
雑草の種子、害虫の卵や幼虫を死滅させることで、
適度な栄養分を保持した安定的な性質になる 6。
堆肥化は段ボール等を用いた家庭でも実践できる
ものから、専用の堆肥化施設で大規模に行うもの
まで、規模は大小様々であるが、おおよその工程
は同じである。
自治体が建設した厨芥類ごみを原料とする堆肥
化施設は、1950 年代後半から 1960 年代にかけて
普及し始めた。その後、堆肥化施設数はプラスチッ
クごみの台頭や化学肥料の登場などで一時的に減
少したものの、再び増加している。それは、1980
年代に土壌の地力維持増進を目的に、堆肥化施設
が農林水産省の補助対象となったからである 7。
堆肥化のメリットは、厨芥類ごみの再資源化手
法で最も手軽な点である。家庭でも実践できる堆
肥化には、微生物によるもの、電気式生ごみ処理
機によるもの、庭先等の野外で行うもの、などが
ある。微生物によるものは段ボール等の身近な道
具で行えるため簡単に準備でき、アパートやマン
ション等の住民でも実践できる。同様に、電気式
生ごみ処理機による堆肥化も簡単である。これら
の手法は家庭ごみの減量にも寄与するため、多く
の自治体で紹介や生ごみ処理機等の購入補助をし
ている。野外で行うものはこれまでの手法と比較
すると庭等の土地が必要となるため、実践できる
家庭は少なくなる。
2.2.  飼料化（エコフィード）
飼料化には、乾燥方式、湿式、その他の方式に
分けられる 8。乾燥方式のメリットは、飼料の保
存性があるため輸送可能で、さらに穀類飼料への
配合も可能なことから、一般的な農家でも容易に
実践できることである。課題は、乾燥コストが高
くなることである。湿式のメリットは、乾燥コス
トがないため二酸化炭素の排出が少なくなるう
え、家畜の嗜好性も良くなる。課題は、数千万以
上の専用設備が必要になるため、一定量の食品残
渣を収集できない限り、農家にとって大きな負担
となることである 9。どの方法にも一長一短があ
るため、現状は食品関連施設や農家、地域性等に
よって最適な方法を選択している。
飼料化の対象を食品廃棄物にまで拡大させる場
合、病原体や異物混入のリスクや飼料成分の管理
といった課題もあり、これらの課題を解決するに
は多大なコストがかかるため、場合によっては飼
料化が非効率になる可能性もある。
2.3.  バイオガス化
厨芥類ごみ等をメタン発酵させることでメタン
ガス等を発生させ、そのガスを燃焼させることで
エネルギーとして回収することである。メタン発
酵とは、酸素のない嫌気条件下で複数種の嫌気性
細菌の代謝作用により有機物等をメタンと炭酸ガ
スにまで分解する反応の総称である 10。近年、厨
芥類ごみやし尿などの有機性廃棄物を同時に処理
できる手法として注目を集めている。
バイオガス化の主なメリットは、①エネルギー
が生産できる、②環境影響の緩和が図れる、③肥
料生産が可能、④焼却ごみの減少、⑤液化天然ガ
ス（LNG）輸入削減に寄与する、などが挙げら
れる 11。特に、エネルギーと肥料とを同時に生産
できることは、これまでの再資源化方法にはない
特徴である。また、肥料化や飼料化と比較して厨
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芥類ごみの分別の徹底を要求する必要がなく、住
民の負担が少ないこともメリットである。
しかし、課題は財政的負担が非常に大きいこと
である。メタン発酵プラントの建設には、数億円
から数十億円の投資が必要である 12。また、バイ
オガス化を事業として成立できるような環境も十
分に整備されていない。富山グリーンリサイクル
（株）の事例をみると、処理費が 1t あたり約 2万
5,000 円、ごみ発電等の収入や FIT13 制度を活用
しても処理費は 1t あたり 2万円から 2万 2,000 円
程度までしか下がらず、大幅な利益増加が見込め
ない 14。
3. 福岡県三潴郡大木町の厨芥類リサイクル
福岡県三潴郡大木町（以下、大木町）は県南西
部に位置し、人口は約 1万 4,500 人（世帯数は約
4,500 世帯）の比較的小規模な自治体である。町
全体が筑後平野の一部で田園地帯が広がっている
一方、町の約 14% をクリークが占めている。高
温多雨、かつ豊かな水を活かした農業が盛んで、
きのこ類やイチゴが特産品である。
3.1.  おおき循環センターくるるん
2006年11月に稼動したメタン発酵施設である。
この施設では、生ごみやし尿、浄化槽汚泥をメタ
ン発酵させ、バイオガスで発電を行い、消化液を
液肥として使用することで、厨芥類の循環的利用
に取り組んでいる。製造能力は、バイオガスが
476m3/ 日、発電量が 752kWh/ 日、液肥が約
17t/ 日である。
他のごみ処理施設と異なる点は、地域の循環事
業を象徴する施設として機能している点である。
この施設は町の幹線道路沿いに建設され、さらに
周辺に道の駅やレストランなども併設されてい
る。しかし、一般的に焼却処理施設をはじめとす
る多くのごみ処理施設は、住民等から建設や稼動
を反対されることが多い場合でも建設はされる
が、中心地から離れた場所に建設されることが多
い。
大木町でバイオガス施設が建設されることに
なった背景には、「大木町もったいない宣言」で
ごみの焼却や残渣の埋立て処理をしないことを宣
言したこと、燃やすごみの焼却処理を委託してい
た福岡県大川市の焼却処理施設が老朽化してきた
こと、ごみの焼却処理が地球温暖化等の環境問題
の原因となっていたことなどがあり、燃やすごみ
量の減量が課題であった。
3.2.  稼動実績
バイオガス化による燃やすごみの減量について
みると、厨芥類ごみの分別収集の実施によって、
約 40%の減量が達成された（図 1）。家庭系燃や
すごみ量は 2008 年度以降も紙おむつの分別収集
4 
 
考えられる。厨芥類ごみは含水率が高いため、焼
却効率は悪く熱回収が非効率だといわれている。
しかし、この施設の方法であれば焼却効率を損ね
る可能性は低くなるため、発電効率が高くなるう
え、発電量も増加すると考えられる。 
 
5. 新潟県長岡市及び上越市の厨芥類リサイクル 
新潟県長岡市は人口が約 28 万人、県中央部にあ
り、人口は新潟市に次ぐ第 2 の都市である。同県
上越市は人口が約 20 万人、県南西部にあり、人
口は第 3 の都市である。どちらも 20 万人を超え
る都市で、最終処分場の逼迫などからごみ減量や
リサイクルの推進にいち早く取り組んできた自治
体の一つである。 
 
5.1.上越市の厨芥類リサイクル施設 
 上越市には、厨芥類ごみを再資源化する施設が
2 ヶ所ある。一つは「汚泥リサイクルパーク」、も
う一つは「バイオマス変換施設」である。これら
の施設では、厨芥類をはじめとする有機性廃棄物
をメタン発酵させ、バイオガスを回収してエネル
ギーを生産している。 
 
5.1.1. 汚泥リサイクルパーク 
 2000 年 3 月に竣工した。処理能力は、厨芥類
が 11.4t/日、し尿が 70kl/日、浄化槽汚泥が 170kl/
日、発電能力が 200kw、肥料製造量が 1.5t/日と
なっている。厨芥類やし尿、浄化槽汚泥をメタン
発酵させ、発生したバイオガスで発電を行い、そ
の電力は施設内で使用している。発酵後の残渣は
乾燥したのち堆肥化され、「エコプン」と呼ばれる
堆肥は、農地や緑地等で利用されている。 
 
5.1.2. バイオマス変換施設 
 2008 年 9 月に竣工した。処理能力は、厨芥類
が 42.2t/日、下水汚泥が 52.1t/日、未利用間伐材
等が 7.5t/日、廃食油が 115L/日となっている。厨
芥類をメタン発酵させ、発生したバイオガスは下
水汚泥を乾燥させる設備の燃料として利用する。
下水汚泥は乾燥させ、セメントの原料になる。未
使用間伐材等は燃料用木質ペレットに、廃食用油
はディーゼル燃料にそれぞれ再生されている。 
 この施設の運営は「上越バイオマス循環事業協
同組合」が行っており、この組合は J マテグルー
プが中心となって設立された。厨芥類リサイクル
に民間企業が参入するのは、これまでに例がない
といわれている 16。 
 
5.1.3. 各施設の稼働実績 
 完全民業で再資源化を行っている「バイオマス
変換施設」はデータがないため、ここでは「汚泥
リサイクルパーク」の稼働実績を示す（図 2）。 
図 2 をみると、稼働を開始した 2000 年度以前は
低いものの、2001 年度以降は毎年 2,000t を超え
る量が処理されている。また、2008 年度以降は減
少しているが、これは民間の堆肥化施設 17やバイ
オマス変換施設でも厨芥類の再資源化が行われて
いること、厨芥類ごみ収集が有料化されたことな
図 1 大木町の家庭系燃やすごみ量及び生ごみ量の推移 
（出典）境（2014）p.35 をもとに作成 
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開始などの事業により、緩やかに減少し続けてい
る。一方で厨芥類ごみ量は、2007 年度以降は横
ばい傾向である。
稼動実績についてみると、バイオガス発生量は
平均で約 400Nm3/ 日である。液肥製造量は平均
で約 18t/ 日である。バイオガスは全量発電に用
いており、発電電力は全量を施設内で使用し、電
力会社への売電は行っていない。また、消化液は
液肥として農家等に 250 円 /t で販売している。
4. 兵庫県南但地域の厨芥類リサイクル
兵庫県南但地域は、兵庫県養父市と同県朝来市
の 2市で構成され、両市で南但広域行政事務組合
を設立している。この組合は、南但クリーンセン
ターをはじめ、スポーツセンターや休日診療所の
管理などを行っている。人口は養父市が約 2 万
5,000 人、朝来市が約 3万 2000 人であり、両市と
も比較的小規模な自治体である。
4.1.  南但クリーンセンター
2013 年 4 月に稼動した、高効率燃料回収施設
である。この施設は、従来の熱回収施設である焼
却施設とバイオマス施設を併設しており、自治体
の施設として全国初となるコンバインドシステム
である。この施設の特徴は、破砕選別装置によっ
てメタン発酵に適するごみとそれ以外のごみとを
選別できることである。これによって、住民は生
ごみと可燃ごみとを分別する必要がなく、ごみの
排出で新たな負担を与えることはない。
焼却施設の処理能力は 43t/ 日で、養父市が今
まで所有していた焼却施設（36t/ 日）や朝来市
の同施設（40t/ 日）と同程度の規模である。こ
の施設は、バイオマス施設で発生した発酵残渣や
メタン発酵に適さないごみを焼却処理して熱回収
を行う。
バイオマス施設の処理能力は、36t/ 日である。
この施設は、メタン発酵で発生したバイオガスを
ガスエンジンによって発電し、発電した電力は施
設内で消費する。発電の余剰分は FIT 制度を活
用して売電をしている。焼却施設とバイオガス施
設との処理能力を合わせると 79t/ 日となり、両
市が今まで所有していた焼却施設の処理能力の合
計とほぼ等しい。
バイオガス化施設が建設されることになった背
景には、「兵庫県ごみ処理広域化計画」において、
南但地域でごみ処理広域化の実現が迫られたこ
と、両市がそれぞれ所有していた焼却処理施設が
ともに老朽化していたことなどがあった。
4.2.  稼動実績
稼働実績についてみると、養父市と朝来市の燃
やすごみ量の合計は約 1万 6,808t（2012 年度）に
対し、2013 年度は約 1 万 6,345t であり、約 2.8%
減量している。また、2013 年度のバイオマス発
電及び売電の状況をみると、発電量は約 139 万
kWh、売電量は約 111 万 kWhである。電気代は
約7,102万円に対し、売電収入額は約4,534万円で、
電気代の約 64%を賄っている 15。
電気代全額を賄えていないが、ごみとバイオガ
スの 2本柱で発電を行うことで、熱回収施設単独
による熱回収よりも効率性の高い発電が可能だと
考えられる。厨芥類ごみは含水率が高いため、焼
却効率は悪く熱回収が非効率だといわれている。
しかし、この施設の方法であれば焼却効率を損ね
る可能性は低くなるため、発電効率が高くなるう
え、発電量も増加すると考えられる。
5. 新潟県長岡市及び上越市の厨芥類リサイクル
新潟県長岡市は人口が約 28 万人、県中央部に
あり、人口は新潟市に次ぐ第 2の都市である。同
県上越市は人口が約 20 万人、県南西部にあり、
人口は第 3の都市である。どちらも 20 万人を超
える都市で、最終処分場の逼迫などからごみ減量
やリサイクルの推進にいち早く取り組んできた自
治体の一つである。
5.1. 上越市の厨芥類リサイクル施設
上越市には、厨芥類ごみを再資源化する施設が
2 ヶ所ある。一つは「汚泥リサイクルパーク」、
もう一つは「バイオマス変換施設」である。これ
らの施設では、厨芥類をはじめとする有機性廃棄
物をメタン発酵させ、バイオガスを回収してエネ
5 
 
どが考えられる。発電量は 1 日平均で 2,225kWh
（2007 年度）で、施設稼動に必要な電力の 15%
である 18。 
 
5.2. 長岡市の厨芥類リサイクル施設「生ごみバイ
オガス発電センター」 
 2013 年 4 月に試運転、同年 7 月に稼働を開始
した。処理能力は 65t/日で、日本において最大の
規模を誇るバイオガス化施設である。厨芥類をメ
タン発酵させてバイオガス発電を行い、発酵残渣
は乾燥させて燃料として使用している。発電した
電力は施設内での使用のほか、余剰分の電力は
2014 年 7 月から FIT 制度を活用して、電力会社
へ売電をしている。この施設の運営方式は BTO
方式 19を採用しており、特別目的会社「長岡バイ
オキューブ」を設立し、その会社が設計や建設、
運営や維持管理等を一括して行っている。 
 
5.2.1. 稼働実績 
 まず、燃やすごみの減量効果を示す（図 3）。 
図 3 をみると、施設の試運転が開始された 2013
年 4 月以降、燃やすごみは減量している。厨芥類
ごみを分別排出することによる効果だと考えられ
る。燃やすごみ量と厨芥類ごみ量との合計でみて
も、月によってばらつきはあるものの、4～20%
減量している。また、発電電力をみると（図 4）、
2014 年 6 月は電力会社へ送電するための工事を
行ったため少ないが、比較的安定的な発電が行え
ている。 
 
6. バイオガス化の成果と課題 
 バイオガス化は、再資源化が困難とされてきた
家庭系厨芥類を効率的に再資源化できている点が
最大の成果だと考えられる。なぜなら、従来の処
理方法よりも有効に資源として活用できているケ
ースが多いからである。 
 厨芥類ごみの処理方法は、衛生面から焼却処理
が大部分を占めている。焼却処理により発生した
余熱で発電等のエネルギー回収をすることで再資
源化としているが、厨芥類ごみは約 80%が水分だ
といわれており 20、多くの場合は化石燃料等を助
燃剤に使用しなければならないため、真に再資源
化なのかどうか疑問である。また、厨芥類ごみは
水分が多いため、ごみを焼却したときに熱量を低
下させることから、焼却処理によるエネルギー回
収は効率が良いとはいえない。 
 多くの自治体で生ごみ処理機やコンポストの購
入費用を補助していることから、堆肥化も広く行
われていることがうかがえる。堆肥化は、家庭で
行うもの、自治体が堆肥化センターを建設して行
うもの 21、NPO 等が環境保護の観点から行うもの
等、様々な形態が存在する。しかし、堆肥化セン
ターを都市部に建設する場合、臭気対策等に万全
を期す必要があり、住民からの苦情によって操業
停止や廃止に追い込まれた施設もある 22。このよ
うに、堆肥化は自治体によって、成功する事例と 
図 2 上越市の厨芥類処理実績の推移 
（出典）環境省「一般廃棄物処理実態調査結果」をもとに作成 
注）2003 年度までは「上越地域広域行政組合」、2004 年度から構成市町村が合併したことにより「上越市」
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ルギーを生産している。
5.1.1. 汚泥リサイクルパーク
2000 年 3 月に竣工した。処理能力は、厨芥類
が 11.4t/ 日、し尿が 70kl/ 日、浄化槽汚泥が
170kl/ 日、発電能力が 200kw、肥料製造量が 1.5t/
日となっている。厨芥類やし尿、浄化槽汚泥をメ
タン発酵させ、発生したバイオガスで発電を行い、
その電力は施設内で使用している。発酵後の残渣
は乾燥したのち堆肥化され、「エコプン」と呼ば
れる堆肥は、農地や緑地等で利用されている。
5.1.2. バイオマス変換施設
2008 年 9 月に竣工した。処理能力は、厨芥類
が 42.2t/ 日、下水汚泥が 52.1t/ 日、未利用間伐
材等が 7.5t/ 日、廃食油が 115L/ 日となっている。
厨芥類をメタン発酵させ、発生したバイオガスは
下水汚泥を乾燥させる設備の燃料として利用す
る。下水汚泥は乾燥させ、セメントの原料になる。
未使用間伐材等は燃料用木質ペレットに、廃食用
油はディーゼル燃料にそれぞれ再生されている。
この施設の運営は「上越バイオマス循環事業協
同組合」が行っており、この組合は Jマテグルー
プが中心となって設立された。厨芥類リサイクル
に民間企業が参入するのは、これまでに例がない
といわれている 16。
5.1.3. 各施設の稼働実績
完全民業で再資源化を行っている「バイオマス
変換施設」はデータがないため、ここでは「汚泥
リサイクルパーク」の稼働実績を示す（図 2）。
図 2をみると、稼働を開始した 2000 年度以前
は低いものの、2001 年度以降は毎年 2,000t を超
える量が処理されている。また、2008 年度以降
は減少しているが、これは民間の堆肥化施設 17
やバイオマス変換施設でも厨芥類の再資源化が行
われていること、厨芥類ごみ収集が有料化された
ことなどが考えられる。発電量は 1 日平均で
2,225kWh（2007 年度）で、施設稼動に必要な電
力の 15%である 18。
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　　「生ごみバイオガス発電センター」
2013 年 4 月に試運転、同年 7 月に稼働を開始
した。処理能力は 65t/ 日で、日本において最大
の規模を誇るバイオガス化施設である。厨芥類を
メタン発酵させてバイオガス発電を行い、発酵残
渣は乾燥させて燃料として使用している。発電し
た電力は施設内での使用のほか、余剰分の電力は
2014 年 7 月から FIT 制度を活用して、電力会社
へ売電をしている。この施設の運営方式は BTO
方式 19 を採用しており、特別目的会社「長岡バ
イオキューブ」を設立し、その会社が設計や建設、
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家庭系厨芥類を効率的に再資源化できている点が
最大の成果だと考えられる。なぜなら、従来の処
理方法よりも有効に資源として活用できているケ
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が大部分を占めている。焼却処理により発生した
余熱で発電等のエネルギー回収をすることで再資
源化としているが、厨芥類ごみは約 80%が水分だ
といわれており 20、多くの場合は化石燃料等を助
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図 2 上越市の厨芥類処理実績の推移 
（出典）環境省「一般廃棄物処理実態調査結果」をもとに作成 
注）2003 年度までは「上越地域広域行政組合」、2004 年度から構成市町村が合併したことにより「上越市」
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運営や維持管理等を一括して行っている。
5.2.1. 稼働実績
まず、燃やすごみの減量効果を示す（図 3）。
図 3 をみると、施設の試運転が開始された
2013 年 4 月以降、燃やすごみは減量している。
厨芥類ごみを分別排出することによる効果だと考
えられる。燃やすごみ量と厨芥類ごみ量との合計
でみても、月によってばらつきはあるものの、4
〜20%減量している。また、発電電力をみると（図
6 
 
失敗する事例とがある。また、飼料化は一般家庭
で実践できるものではないことは、2.2.で示した
通りである。 
 バイオガス化は、上記の処理方法のいくつかの
欠点を解決することができる。バイオガスを発生
させるには嫌気性発酵が必要であるため、臭気が
外に漏れる可能性は低く、住民から苦情が噴出す
る可能性は低い。大木町の施設は町の中心部に建
設されたが、町の循環型社会の象徴として位置づ
けていることから、多くの住民に受け入れられて
いると考えられる。さらに、発酵残渣を堆肥とし
て利用しているため、廃棄される残渣は少ない。 
集合住宅の住民は、厨芥類ごみから再生した堆
肥をどう利用するか考える必要があったが、バイ
オガス化の場合は堆肥が発生しないため、堆肥を
どう利用するかを考える必要がなく、さらに FIT
制度を活用して電力会社等に売電を行えば自治体
の収入になるため、住民にバイオガス化による再
資源化に参加するインセンティブを提供できる。 
バイオガス化は厨芥類ごみを焼却しないため、
焼却処理をする際に熱量を低下させることがなく
なる。その結果、化石燃料等の助燃が必要なくな
るだけではなく、ごみの焼却処理によるエネルギ
ー回収も効率が良くなり、従来の焼却処理よりも
処理費用を節約できる可能性がある。長岡市の場
合、ごみ処理施設の統廃合や最終処分場の延命化
等により、15 年間で約 35 億円の削減が見込まれ
ている 23。 
図 3 長岡市の燃やすごみ量及び厨芥類ごみ量の推移（家庭系） 
（出典）長岡市「生ごみ収集開始に伴う「燃やすごみ」・「生ごみ」の年度比較」をもとに作成 
注）2013 年 3 月まで燃やすごみとして収集、同年 4 月より厨芥類ごみの分別収集開始 
図 4 生ごみバイオガス発電センターによる発電電力量の推移 
（出典）長岡市 HP「生ごみバイオガス化事業 2. 生ごみバイオガス発電センターの稼動状況」をもとに作成
4）、2014 年 6 月は電力会社へ送電するための工
事を行ったため少ないが、比較的安定的な発電が
行えている。
6. バイオガス化の成果と課題
バイオガス化は、再資源化が困難とされてきた
家庭系厨芥類を効率的に再資源化できている点が
最大の成果だと考えられる。なぜなら、従来の処
理方法よりも有効に資源として活用できている
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ケースが多いからである。
厨芥類ごみの処理方法は、衛生面から焼却処理
が大部分を占めている。焼却処理により発生した
余熱で発電等のエネルギー回収をすることで再資
源化としているが、厨芥類ごみは約 80% が水分
だといわれており 20、多くの場合は化石燃料等を
助燃剤に使用しなければならないため、真に再資
源化なのかどうか疑問である。また、厨芥類ごみ
は水分が多いため、ごみを焼却したときに熱量を
低下させることから、焼却処理によるエネルギー
回収は効率が良いとはいえない。
多くの自治体で生ごみ処理機やコンポストの購
入費用を補助していることから、堆肥化も広く行
われていることがうかがえる。堆肥化は、家庭で
行うもの、自治体が堆肥化センターを建設して行
うもの 21、NPO 等が環境保護の観点から行うも
の等、様々な形態が存在する。しかし、堆肥化セ
ンターを都市部に建設する場合、臭気対策等に万
全を期す必要があり、住民からの苦情によって操
業停止や廃止に追い込まれた施設もある 22。この
ように、堆肥化は自治体によって、成功する事例
と失敗する事例とがある。また、飼料化は一般家
庭で実践できるものではないことは、2.2. で示し
た通りである。
バイオガス化は、上記の処理方法のいくつかの
欠点を解決することができる。バイオガスを発生
させるには嫌気性発酵が必要であるため、臭気が
外に漏れる可能性は低く、住民から苦情が噴出す
る可能性は低い。大木町の施設は町の中心部に建
設されたが、町の循環型社会の象徴として位置づ
けていることから、多くの住民に受け入れられて
いると考えられる。さらに、発酵残渣を堆肥とし
て利用しているため、廃棄される残渣は少ない。
集合住宅の住民は、厨芥類ごみから再生した堆
肥をどう利用するか考える必要があったが、バイ
オガス化の場合は堆肥が発生しないため、堆肥を
どう利用するかを考える必要がなく、さらにFIT
制度を活用して電力会社等に売電を行えば自治体
の収入になるため、住民にバイオガス化による再
資源化に参加するインセンティブを提供できる。
バイオガス化は厨芥類ごみを焼却しないため、
焼却処理をする際に熱量を低下させることがなく
なる。その結果、化石燃料等の助燃が必要なくな
るだけではなく、ごみの焼却処理によるエネル
ギー回収も効率が良くなり、従来の焼却処理より
も処理費用を節約できる可能性がある。長岡市の
場合、ごみ処理施設の統廃合や最終処分場の延命
化等により、15 年間で約 35 億円の削減が見込ま
れている 23。
多くのメリットがあるバイオガス化にも、課題
はいくつかある。第一に、発酵残渣の扱いである。
大木町は農業地域のため発酵残渣を液肥 24 とし
て使用できるが、他地域の発酵残渣は脱水や乾燥
工程を経て再資源化しているため、それらの工程
に使用するエネルギーを投入する必要がある。第
二に、住民に厨芥類ごみを分別排出する手間が必
要なことである。南但地域は燃やすごみとして混
合排出できるのは破砕選別装置があるからであ
り、他地域は燃やすごみとは別に生ごみを分別し
排出している。第三に、再資源化の目的次第では
発生抑制が行われない可能性があることである。
大木町は生ごみを排出するとき、バケツを使用す
るため無料で排出でき、発生を抑制するインセン
ティブがない。他地域のように、生ごみを排出す
る場合でも有料化することで、発生抑制を図るこ
とができる。
7. おわりに
本稿では、大木町、南但地域、上越市及び長岡
市のバイオガス化施設の事例を通じて、厨芥類リ
サイクルの先進的な取り組みやそれらから見えて
くる成果や課題を明らかにした。現時点でバイオ
ガス化は、従来の処理方法と比較して最適な処理
方法だといえる。しかし、再資源化だけではなく
今後は発生抑制も同時に推進していく必要があ
る。なぜなら、多くの自治体は財政状況が厳しく、
ごみ処理施設のような非常に高額な施設の建設や
維持管理をするのは困難であり、環境によいとい
う理由だけで、バイオガス化施設の建設を簡単に
決定することはできないからである。資源有効活
用の観点から厨芥類ごみの再生利用を促進しつつ
も、厨芥類ごみの有料化等による発生抑制にも同
時に努めていくべきである。
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注
注 1）主に台所や調理場から排出される、残飯や食品の不
可食部分（種、皮、葉、根等）から構成されるごみ（武
田信生・何品晶・王偉（2006）p.192.）。本稿では、「生
ごみ」は厨芥類ごみと同義として扱う。
注 2）環境省 HP
注 3）環境省（2013）
注 4）同上
注 5）熱回収のことで、ごみ発電などがそれにあたる。
注 6）安田八十五・山本美香（2007）p.41.
注 7）同上、p.43.
注 8）入江正和（2009）p.4-5.
注 9）同上、p.5.
注 10）村田徳治（2014）p.64.
注 11）同上、p.65.
注 12）植田和弘、高月紘、楠部考誠、新山陽子（2012）p.125.
注 13）Feed In Tariff（固定価格買取制度）の略で、再生
可能エネルギーで発電した電力を国が固定価格で電
気事業者に調達させることを義務付ける制度。
注 14）八村幸一（2014）pp.6-7.
注 15）南但広域行政事務組合（参考文献）
注 16）日本経済新聞（2008）
注 17）バイオマス変換施設完成と同時に廃止された（山
谷修作（2010）p.151）。
注 18）日本経済新聞、前掲新聞
注 19）Build Transfer Operate の略、民間事業者が施設
等を建設し、施設完成直後に公共施設等に所有権を
移転し、民間事業者が維持・管理および運営を行う
方式（井上侑香・長部恵介（2014）p.32.）。
注 20）国立市 HP
注 21）代表的な事例は、山形県長井市「レインボープラン」
が挙げられる。
注 22）事例として、東京都八王子市「八王子バイオマス
エコセンター」、注 17 の施設等が挙げられる。
注 23）長岡市 HP
注 24）発酵残渣を乾燥等の処理をしないで利用できる肥
料。
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